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Ａ．研究目的 

 

福祉機器の開発においては、ほとんど

の場合開発者と利用者（すなわち障害当

事者）が異なり、開発者が利用する製品

ではないので、使い勝手の芳しくない製

品開発が行われる可能性が高い。それを

防ぐには、開発者が利用者の意見を汲み

取るユーザー（顧客）参加型の製品開発

が望まれる。ユーザー参加型の開発を福

祉機器に取り入れた場合、利用者の外出

が難しいことから物理的に開発に参加が

することが容易ではないことが想像でき

る。そのためインターネットを活用した

ユーザー参加型製品開発に注目し、イン

ターネット上で参加型商品開発の行って

いる事例を収集して、参考にすることに

した。そこで本研究では、日本において

ユーザー参加型の商品開発に先駆者的に

取り組んできた株式会社良品計画のブラ

ンド「無印良品」の担当者にヒアリング

調査を行ってその手法を把握し、福祉機

器開発においてインターネットを活用し

たユーザー参加型製品開発に活かせる情

報を入手することを目的とした。 

 

使い勝手の良い福祉機器を開発するためには、開発者が利用者（障害当事者）

の意見を取り入れる必要がある。そのための手法の一つとしてインターネットを

活用したユーザー参加型製品開発が考えられる。そこで、国内でインターネット

を活用している製品開発事例をインターネット検索により収集した。その中から

株式会社良品計画の事業ブランド「無印良品」を例として取り上げ、ヒアリング

調査によってユーザー参加型製品開発に必要な８つの要素を明らかにした。これ

らの結果は、国立障害者リハビリテーションセンター研究所のような非営利の研

究所が福祉機器の開発を行う場合にも参考になることが示された。 
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Ｂ．事例収集方法 

 

インターネット検索を用いて、主に国

内でインターネット上での製品開発を行

っている事例を収集した。その中からイ

ンターネットを活用した顧客参加型の製

品開発行っている株式会社良品計画を選

び、ブランド「無印良品」の担当者にヒ

アリング調査を行い、ユーザー参加型製

品開発実施の背景、取り組み事例、ウェ

ブサイト上の使用サービスについてまと

めた。 

 ヒアリング対象者は、下記の２名であ

る。 

・ 株式会社良品計画WEB事業部WEB製

作担当（兼）コミュニティー担当 

課長 川名常海氏 

・ 同 コミュニティー担当 風間公

太氏 

 ヒアリングは以下の日程で 2 回に分け

ておこなった。 

・ 第 1回 平成２６年３月７日 

・ 第２回 平成２６年３月２７日 

第 1 回ヒアリングでは、風間氏に無印

良品が運用している顧客の声を集めるプ

ラットフォーム「IDEA PARK」について聞

き取り調査をおこなった。第２回ヒアリ

ングでは、川名氏、風間氏の両名から、

無印良品の顧客参加型製品開発実施の背

景や運用体制について聴取した。具体的

な聴取項目は下記の通りである。 

１． 現在の商品開発手法 

２． 顧客参加型商品開発の背景・経緯 

３． 商品開発コミュニティ（プラット

フォーム）の形成 

４． 顧客に商品開発に参加してもらう

狙い・留意点 

５． 顧客参加型商品開発の今後の展望 

６． 顧客の声を集める IDEA PARK 

 

 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 

１)事例収集 

 参加型製品開発の事例をインターネッ

トで検索して8件の事例を収集し、「ニー

ズ発見型」「ニーズ発見＆課題解決型」

「課題解決型」の大きく３つに分類した

（表１）。 

 

 この中から、継続的にインターネット

を活用して顧客の声を聴き参加型の製品

開発をおこなっている無印良品 1)に注目

し、ヒアリング調査を実施した。 

 

２）無印良品へのヒアリング 

 無印良品の概要及び、顧客参加型商品

開発（以下、無印良品の呼び方に伴い「顧

客参加型商品開発」と記載する）に関し

ての概要は下記の通りである。 

 

●無印良品の概要 

・ 株式会社良品計画の主要事業であ

るブランド。 

・ 1980 年に西友のプライベートブラ

ンドとして 40 アイテムで誕生。 

・ 1983 年、青山に第一号店を出店。 

・ 店舗数：640 店（海外含む） 

・ 商品数：約 7,000 アイテム 

・ 年商：1787 億円（2014 年 2 月期営

業収益） 



44 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表
１

 
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

上
で

の
顧

客
（

ユ
ー

ザ
ー

）
参

加
型

製
品

開
発

事
例

 

 



45 
 

・ 従業員数：5,728 名（パートタイム

4,290 名を含む／2014 年 2月期） 

 

● 顧客参加型製品開発 

 無印良品は、そもそも顧客の声を聴い

て出来上がった西友のプライベートブラ

ンドであり、創始時より顧客の声を活か

した商品開発を行ってきた。2000 年には

インターネットを活用した「モノづくり

コミュニティ」を設け積極的に顧客から

の声を収集した。現在でも顧客の声に対

する傾聴文化を持ち、顧客と共創関係を

築くことを惜しまない。またその共創基

盤（プラットフォーム）として「くらし

の良品研究所」を 2009 年より立ち上げ、

その活動をインターネットで発信してい

る。近年では上記に加えてソーシャルメ

ディアを顧客共創機能として活用してい

る。2014 年 1 月からは顧客の声を集める

場として新たに「IDEA PARK」をインター

ネット上に設け顧客の声を積極的に収集

している。 

  

● くらしの良品研究所 

https://www.muji.net/lab/ 

 より一層のよいものづくりを目指し、

2009 年から社内に「くらしの良品研究所」

を立ち上げた。所員は良品計画の全社員

としているのみならず、「お客様も『くら

しの良品研究所』所員として捉えた方が

よい。開発の場にいなくても一緒に作っ

ていると考えた方がよい。」として顧客も

含めた研究所として捉えていることが窺

える。この研究所の機能は下記の２つで

ある。 

① これからの生活を広報していく。 

② IDEA PARK で顧客の声を集めて商品

開発につなげていく。 

 

● IDEA PARK 概要 

http://idea.muji.net/ 

 2000 年からインターネット上で始めて

いる「モノづくりコミュニティ」という

顧客の声を聴いて行う開発を前身として、

2014 年 1 月より新たに始まったサービス

である。前述の「くらしの良品研究所」

の中に含まれる。それまでは「ご意見パ

ーク」として運用しているページがあっ

たが、投稿された意見数の約 2〜3 割しか

公開できていなかった。「MUJI passport」

というアプリケーションのマイルサービ

ス（ポイントサービスの一種）との連携

をはかり IDEA PARK を開始した。寄せら

れた意見は校閲を通してほぼすべて公開

できるようになった。寄せられた意見に

は「開発はじめます」「できました」「社

内検討中」「あります」「見送ります」と

いうステイタスがラベリングされ、各意

見がどのような状況にあるかがステイタ

ス変更状況と共にわかるようになってい

る。2014 年 3 月現在の意見数は、約 2000

リクエストであった。 

 日本において無印良品は顧客参加型の

商品開発において先駆者的存在であるこ

とから実態を把握するためにヒアリング

をおこなった。 

 

● ヒアリング内容分類 

 ヒアリングでは、上記の概要含め、主 

に６点について主にヒアリングを行った。 

１． 現在の商品開発手法 

２． 顧客参加型商品開発の背景・経緯 
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３． 商品開発コミュニティ（プラット

フォーム）の形成 

４． 顧客に商品開発に参加してもらう

狙い・留意点 

５． 顧客参加型商品開発の今後の展望 

６． 顧客の声を集める IDEA PARK 

 出てきた意見について、要素を抽出し、

分類を行った。まず、製品を開発するプ

ロセスとして挙げられた利用実態を把握

するオブザベーションや、顧客の声の傾

聴する文化をブランド発足時から持つこ

と、また顧客と共創を目指しているとい

う点を反映させ、「観察」、「傾聴」、「共

創」という要素を抽出した。さらに顧客

とのコミュニケーションの有無を表すた

め「双方向性」、商品開発のプロセスや顧

客の参加状況が公表されていることから

「オープン性」という要素を出した。続

いて顧客の参加を促す施策等から「参加

促進」、参加型商品開発が時に商品プロモ

ーションとしての意味を持つことから

「販促」をそれぞれ設けた。そして無印

良品として顧客参加型の商品開発にどの

ように関わっているのか、ブランドの意

志やプロジェクトのコントロールに関す

る場合「ブランド主導」という要素を抽

出した。以上、次の８つの要素、①「観

察」、②「傾聴」、③「共創」、④「双方向

性」、⑤「オープン性」、⑥「参加促進」、

⑦「販促」、⑧「ブランド主導」を設けた。 

 ヒアリングから出てきた 6 項目の意見

に対して、それぞれの要素に当てはまる

ものに黒丸を表示して分類を示した。

（表 2-1〜3）。 

 挙げられた意見をそれぞれの要素毎に

記載していく。 

① 「観察」（3件） 

 顧客の利用実態などを観察し開

発に活かしている意見に分類を行

った。意見内では「オブザベーショ

ン」という言葉で説明されている。

「言葉にされていないところを読

み取る商品開発」として、商品がど

のように使われているかを観察し

て、改善のアイディアを探るために

取り入れられている手法である。

「ありのままの生活を覗きたい」こ

とから、自宅に訪問可能な人を無印

ファンから募集した結果、約 1000

人の応募があった。開発の前段階で

ある現状把握のリサーチに関して

も、参加意志を表明した人を対象に

「観察」を行っており、顧客が商品

開発に早い段階から関わっている

ことがわかる。 

 

② 「傾聴」（17 件） 

 インターネット上または直接的

に顧客の声を聴いている意見を分

類した。もともと「西友のプライベ

ートブランドとして顧客の声を聞

いて商品開発が始まった」ことから

ブランド立ち上げ当初から傾聴文

化を持っていることがわかる。さら

に 1990 年代にはキャンペーンポス

ターを作り「お客さんのフィードバ

ックを商品開発に活かそうという

意思表示を社内、社外に向けて」行

い、顧客の声に耳を傾ける文化を持

ち続けている。 
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③ 「共創」（９件） 

 顧客と共にものづくりを行って

いる意見を分類した。2000 年から開

始した「モノづくりコミュニティ」

においてインターネットを活用した

顧客参加型商品開発を行ってきたが、

2009 年から「くらしの良品研究所」

を展開し、2014 年 1 月に立ち上げた

「IDEA PARK」が、現在は顧客との

共創のプラットフォームとなってい

る。このプラットフォームは「無印

良品とお客様の場」、コミュニティと

して捉えている。また、顧客を研究

所員として「開発の場にいないとし

ても一緒に作っていると捉えたほう

がいい」という意見や、「生活者と生

産者の間にいるのが無印良品。間に

入ってよりよい生活をつくるプラッ

トフォームになる」という意見から

も、顧客と共に創ることを重要視し、

それを実践していることがわかる。 

 

④ 「双方向性」（7件） 

 1990 年代に展開した顧客の声を

開発に活かす「声のキャッチボー

ル」キャンペーンでも明らかな通り、

当初から顧客と双方向のコミュニ

ケーションを目指して行っていた

ことがわかる。但し当初はインター

ネットでのコミュニケーションで

はなく、店頭顧客からの声のフィー

ドバックをもらい「商品開発してお

客様にフィードバックするという

ループをくり返していた」ことから、

顧客の声を商品開発に活かし、その

商品を販売することで双方向性を

保持していた。その後インターネッ

トの登場により、「モノづくりコミ

ュニティ」が立ち上がり、インター

ネットの活用により商品開発にお

ける双方向のコミュニケーション

が可能になったと考えられる。 

 「IDEA PARK」では、投稿された

意見に対して無印良品の取り組み

のステイタスが表示されることか

ら、投稿者に対してフィードバック

を行い、またそれをオープンにする

ことで、双方向性のコミュニケーシ

ョンを実現させている。 

 

⑤ 「オープン性」（7件） 

 無印良品の顧客参加型商品開発

はインターネット上で誰でも見ら

れる状態にある。「壁棚」の事例を

見ると、「壁を使って細かいものを

上手く整理したり、飾りたい」とい

う顧客の要望から「壁を利用する」

という大きなテーマで商品開発が

始まった。プロセスは下記の通りで

ある。 

1) アイディア投稿 

2) コンセプト・コンテスト投票 

3) コンセプトへの意見収集 

4) 仕様コンテスト投票 

5) 仕様への意見収集 

6) サンプル完成 

7) プレオーダー 

このプロセスにおいて、顧客の参

加・離脱についてまとめたものが、

図 1である。まず各フェーズで新規

参加、離脱がある。興味深いのは、

自分のアイディアや投票が通らな
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かったとしても参加し続けたり、一

度離脱した後に次のフェーズで再

参加したりしていることである。こ

れはプロセスをタイムリーに公開

しているために参加継続や再参加

が促されていることが想像できる。

また担当者によれば「自分のアイデ

ィアを出して投稿する人は少ない

が、無印良品とコアユーザーの開発

のやり取りを見ている」結果、「プ

レオーダーで 2000 人が参加」する

結果となった。 

 現在運用中の「IDEA PARK」でも

担当者は「よく 2・8 の法則と言わ

れているように、IDEA PARK でも参

加者の内、盛んに発言する２割の人

が、投稿数全体の 8割を投稿してい

る。しかし、この 2割の参加者との

濃いやり取りが重要で、それを見て

いる残りの 8 割の参加者に対して

効果があると思っている。」という

意見を持っている。これは顧客参加

型の商品開発に限らず、商品部主導

によるメーカーとの商談からの開

発であったとしても、「ある段階で

お客様に入ってもらう。それをどん

どん見せていこうということにな

るので、プラットフォームを持つこ

とが強みとなる。」という認識から

もわかる通り、この「オープン性」

のプラットフォームを持ち、そこに

顧客の参加を促すことが無印良品

の開発の強さにつながっているこ

とが見て取れる。 

図 1：参加型商品開発の各フェーズでの参加・離脱・再参加 

（無印良品資料より作成） 



52 
 

⑥ 「参加促進」（7件） 

 オブザベーションを行うため顧

客に協力を呼びかけた際、「web チ

ームとしてファンに投げかけてお

部屋を訪問可能な人を募集したが、

約 1000 人からの応募があった」こ

とからも、無印良品の顧客が協力的

であることがわかる。また担当者も

「ファン」と呼んでいることから、

無印良品への関与意向も高いこと

が窺える。 

 新しいプラットフォームの「IDEA 

PARK」になってからは、意見の投稿

や無印良品のアプリケーション

「MUJI passport」のマイルが貯ま

るようになり（1 リクエストで 100

マイル。20 万マイルで MUJI ショッ

ピングポイント 200 ポイントが付

与される。200 円相当）、これが参

加促進の施策となっている。「IDEA 

PARK」にリニューアル後は「投稿数

が約 3倍に増えている」ということ

からもマイルの施策が参加促進に

寄与している。 

 さらに「オープン性」で述べた通

り、各プロセスを公開して誰にでも

見える状態にしてあることが、参加

促進、また離脱からの再参加促進へ

とつながっていることが窺える。 

 

⑦ 「販促」（5件） 

 顧客参加型の商品開発において

販売促進はどのように行われてい

るのかについては、「通常、新規の

商品に対して、他のメーカーのよう

に初動に広告をかけたりしない。商

品開発に参加してもらうことで、発

売日の棚に並ぶから顧客とのコミ

ュニケーションが始まっている」と

いう意見からもわかる通り、商品開

発への参加が販売促進コミュニケ

ーションの第一歩となっているこ

とが窺える。さらに顧客参加型商品

開発は「純粋な商品開発でもあり、

デビュー前のプロモーションとい

う位置づけでもある」、「社内的に

はデビュー前のプロモーションと

して捉えている方が大きい」とのこ

とから、顧客の声を聴いて行う商品

開発がプロモーション活動の重要

な一つの施策にもなっていること

がわかる。 

 下記は「モノづくりコミュニティ

内での商品開発から販売への流れ

である。 

1) お客様がアイディア投稿 

2) 投稿されたアイディアに、参加

したお客様が投票 

3) 無印良品がデザインを返す 

4) デザインにお客様が投票 

5) プロジェクトの進捗をレポート 

6) 購入を決定してもらい予約販売 

7) 販売開始 

「オープン性」「参加促進」でも述

べた通りこのプロセスを公開して

いることが販促に直結している。 

 

⑧ 「ブランド主導」（10 件） 

 顧客参加型商品開発であっても

全て顧客の声に従った商品開発し

ているわけではなく、無印良品側が

主導権を持って開発している。例え
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ばブランド開始当初は顧客の声を

聴きつつもブランド主導で商品開

発をしているし、またブランド創成

期に関わったクリエイター田中一

光氏は「簡素、シンプルが豪華に引

け目を感じることなく、簡素の中に

秘めた美意識、感性が世の中に伝わ

っていけば、少ない資源で世の中が

まわるようになる、そういう世界を

目指したい」と言い、「商売を通し

てこの考えを含めて、ライフスタイ

ルを広げていくんだ」というポリシ

ーの下、無印良品が誕生したのであ

る。例えば「『赤いセーターが欲し

い』という要望がある。ただし無印

良品は華美な色は作らないという

ポリシーがあるので、要望全てに応

えるわけではない」。その作らない

理由を「しっかりコミュニティに返

す」とし、ブランドのポリシーをし

っかり確立した上で顧客の声を商

品に活かしている。 

 また、現在の顧客参加型商品開発

においても「ある程度の開発の方向

性を持ってプロジェクトを始めて

いる」とし、「全てお客様にゆだね

ているわけではない」、「生活者の

要望にそのまま応えるわけではな

く、一歩先の提案が必要」としてい

る。顧客の声を出来る限り聴いて開

発に活かすが、プロジェクト開始前

に開発の方向性はブランド主導で

ある程度決まっていることがわか

る。 

 

● インターネットを活用した顧客参

加型商品開発に必要な 8つの要素 

 図２に示す様に、前述の８つの要

素はインターネットを活用した顧

客参加型商品開発をする上で重要

な要素であることがわかる。 

 

 この 8 つの要素を元に、今後、国立障

害者リハビリセンター研究所が福祉機器

開発において、インターネットを活用し

たユーザー参加型製品開発を展開する場

合にどのようなポイントが重要かを考察

してみる。 

図 2：無印良品の顧客参加型商品開発展開と 8 つの要素 

（ヒアリング結果より作成） 
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① 観察 

 これは開発者が利用者の利用シー

ンを観察ことに当てはまる。無印良品

の展開を前提とすると、観察受け入れ

可能者をインターネットを使い募集

することに対応する。 

② 傾聴 

 福祉機器利用者の声をアンケート

等インターネット上でも傾聴するこ

とが想定できる。またインターネット

上で利用者を募集して、直接インタビ

ューをすることも有益であるし、利用

者のインターネットコミュニティが

ある場合には、その中の意見を見るこ

とで市場やコミュニティに存在する

利用者の意見を傾聴することも重要

となる。 

③ 共創 

 利用者と共に創ることは現在も少

なからずなされているが、インターネ

ットを活用することで直接会わなく

ても意見を聴きながら開発すること

が可能になる。また開発者（メーカー）

サイドに利用者と共に創ることを啓

発していくことが重要になるであろ

う。 

④ 双方向性 

 利用者の声を一度聴取して終わり

ではなく、繰り返しコミュニケーショ

ンをとることが重要となる。寄せられ

た各ニーズがどのようなステイタス

であるかを記すことで、双方向コミュ

ニケーションの一歩となる。当研究所

が開発者と利用者の間のプラットフ

ォームとなるならば、いかに双方向の

コミュニケーションを促進するかが

鍵となる。 

⑤ オープン性 

 福祉機器開発の参加型商品開発に

おいてもプロセスを公表することは

重要である。意見の投稿やコメントな

どを行わない人でもプロセスや結果

が見られるようにすることで参加促

進につながるはずである。また市場と

しても規模が小さいことから、オープ

ンなプラットフォームで公開するこ

とで多くの人の目に触れ、製品開発以

外の解決策（既にニーズに応えた製品

が発売されている等）も見つかる可能

性が高まる。 

⑥ 参加促進 

 無印良品の場合はショッピングポ

イントに結びつく MUJI マイルがある

が、当研究所が行う場合には購入に結

びつく以外の参加促進施策が必要と

なる。例えば、プロセスをオープンに

することも促進に寄与するであろう。 

⑦ 販促 

 当研究所の販売促進は必要ではな

いが、開発者側が販売しやすいように、

プレオーダーなどの仕組みを入れて

ある程度の販売数を予測できるよう

になることは有用である。 

⑧ ブランド主導 

 当研究所の場合の「ブランド」に相

当するのは「開発者」「当研究所」の

２つである。どちらかがポリシーや方

向性をある程度決めてから顧客参加

型商品開発を行う必要がある。 

 

Ｄ．結論 
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 無印良品のインターネット活用におけ

る顧客参加型商品開発の実態を調査する

ことにより、８つの要素を抽出した。当

研究所は販売を行わないことから⑦販促

に関しては当てはまらないが、それ以外

に関しては実施する上で重視すべきポイ

ントである。 

 また、テーマを持った商品開発の場合

であっても、ある程度無印良品としての

ポリシーを持って顧客からの声を集め、

予め方向性を持って始めている。この点

に関しては福祉機器開発においても、研

究所もしくは開発メーカー主導でユーザ

ーの意見を聴き、開発することが好まし

いと考えられる。 

 「生産者と生活者の間にいるのが無印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良品。間に入ってよりより生活をつくる

プラットフォームになる」ということを

目指している当ブランドに学ぶことは多

い。今後、国立障害者リハビリセンター

研究所が、障害者と生産者（メーカー）

の間に立ってよりよい製品開発をサポー

トしていくためにも、引続き無印良品の

活動に注目し調査を行っていきたい。 
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